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● 「住民」、「事業者」の視点に立った行政改革等の成功事例、先進モデルの都道府県間の横展開や地方からの
発信等を目的に、これまでに地方発の行政改革プロジェクトチーム会議を２回開催したところ。

● 平成31年２月６日に開催された第２回プロジェクトチーム会議において、以下のとおり提案・意見があった。

・今後は、進展するＩＴ・ＡＩ技術をどう活用するかが鍵を握っている。
・各都道府県に共通する事務において、ＩＴ・ＡＩを利用したシステムを都道府県が共同で開発することができれば、スケールメリットを生かし
たコスト削減ができるのではないか。

・システム化している同種の事務において、各都道府県のデータを共有できればＡＩの精度が向上するのではないか。
・各都道府県が、どのような分野でＩＴ・ＡＩ技術を活用しているか、その状況をデータベース化できればよい。
・都道府県間で、先進県のシステムを提供したり、共同でシステムを構築することができればコスト削減・効率化を図ることができる。
・都道府県が共同でシステム化して取り組んだ方がいいものもあり、そうすれば価格交渉力が上がる。

● 各都道府県において当該提案等に関する行政改革を自主的に進める際の参考としていただくとともに、
今後のプロジェクトチームの活動の基礎資料とするため、各都道府県の取組状況等を調査。

● 調査対象は自治体の人的・財政的負担の軽減及び県民や企業等にとっての利便性向上を目的に、行政事務に
ＡＩ・ＲＰＡ等先進技術を活用（予定）する行政改革の事例を対象。

● なお、対象とする先進技術には、ＡＩ・ＲＰＡの他、ＩｏＴ・ビッグデータ・ＯＣＲなどの新しいＩＣＴ技術
を含める。

経 緯

ＡＩ・ＲＰＡ等先進技術の活用事例調査の経緯・内容

内 容



ＡＩ活用状況①（導入状況）

〇ＡＩの活用事例が１件の都道府県数が最も多く22。３件以上の都道府県数が7。そのうち7件以上取組を行う
都道府県数が３となっている。

〇ＡＩを活用した取組は35都道府県において、74件の取組が行われている。そのうち63件については、
すでに導入・実証（予定含む。）段階にあり、具体的な取組を始めている。

導入状況別 件数導入件数別 都道府県数
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0件, 12

１件, 22

２件,6

３件, 4

７件以上, 3

導入済, 

22件

導入予定,

23件

実証中, 

10件

実証予定, 8件

検討中, 11件

※47都道府県から回答。



ＡＩ活用状況②（導入分野）

〇「保健福祉」、「情報化・ＩＣＴ」、「組織・職員」分野での活用が比較的進んでいる。
〇「保健福祉」分野では、国保等の各種関係データ分析や介護ロボットの導入支援にＡＩを活用、「組織・職
員」、「情報化・ＩＣＴ」分野では、AIを活用したチャットボット等の問合せサービスが行われている。

〇活用事例の最も多い音声認識である「議事録作成支援」については、全分野に渡って活用されている。
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14 12 8 7 7 6 4 3 3 3 2 2 2 16

※議事録作成支援は分野横断業務として各分野に計上していない。
※議事録作成支援以外の複数選択は、各分野にカウント
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ＡＩ活用状況③（導入している機能）

〇導入している機能で多かったものは、音声認識による「議事録作成支援」が30件、問合せ対応等の行政サービス
の案内である「AIを活用したチャットボット等」が18件、「データの解析・予測」が15件となっている。

〇取組事例の一番多かった音声認識による「議事録作成支援」は30の都道府県が取組を進めており、そのうち21
件については、既に導入（予定含む）されている。

〇その他特徴的なものとして、農林関係での選果技術にＡＩによる画像処理技術を活用するもの、ドローン、
ロボットカメラとＡＩの連携による現場作業の効率化・省力化を図るものがあった。

議事録作成
支援

AIを活用した
チャットボット

等

データ解析・
予測

文字認識
定型業務
自動化

画像認識
現場作業
効率化

転入力業務
自動化

クラウド
システム

その他

30 18 15 3 3 2 2 2 2 6

※複数選択はダブルカウントして計上。
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ＡＩ活用状況④（導入費用）

〇500万円以下の取組が全体の約50％（29件/60件 ※未定等除く。）
〇予算規模の大きな取組については単独自治体での継続的な実施は難しくなると思われる。
〇今後、導入状況（実証段階→導入）が進む中で、予算額確保が課題となると思われる。
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14件

29件

9件

7件
6件

4件

1件 1件

3件

未定等 500万以下 1000万以下 1500万以下 2000万以下 3000万以下 5000万以下 １億以下 1億超

※R元年度当初予算（１件当たり）
※RPAと重複した取組も算入



ＡＩ活用状況⑤（他の地方公共団体との共同状況）

〇他の地方公共団体との共同（開発・利用）の取組が約5％（4件/74件）。
〇県と県内市町村との間で、AI活用したチャットボットの共同利用を進める事例が3件。
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□ 民間企業がクラウドサービスで提供する
ＡＩチャットボットを県と県内市町村との
間で、共同利用を進める事例あり。

□ その他学力・学習状況調査の結果や教育
活動で得られた様々なデータのＡＩ分析と
分析結果を活用した一人ひとりの子供に応
じた指導の研究の共同を進める事例あり。

70

4

単独

共同
共同先地方公共団体：
県内市町村3件、調整中1件



ＡＩ活用状況⑥（導入効果）

〇「業務の効率化」、「超過勤務の縮減等」などが主な導入効果として挙げられ、行政コスト削減、職員の負担軽
減につながる。

〇その他導入効果として、「ＡＩを活用したチャットボット等により365日24時間対応が可能となり県民サービス
が向上」、「データに基づいた政策立案、個々の生徒に応じた指導が可能」等が挙げられた。
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※複数選択はダブルカウントして計上。

業務の効率化
44%

超過勤務の縮減等
28%

他業務への人材

の振り向け
11%

人員削減
2%

その他
15%



ＲＰＡ活用状況①（導入状況）

〇RPAを活用した取組は３9都道府県において、４8件の取組が行われている。
〇導入段階（予定含む。）２4件、実証段階（予定含む。）20件であり大半が具体的な取組を行っている。
〇現在導入済は４件と少数だが、今後検証を経て導入に向けた取組が本格化すると思われる。

導入状況別 件数導入件数別 都道府県数
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導入済, 
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導入予定, 

20件

実証中, 
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実証予定, 

13件

検討中, 

4件

0件, 
8

１件, 31

２件, 
7

３件, 1

※47都道府県から回答。



ＲＰＡ活用状況②（導入分野）
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〇職員の給与・手当等の認定、支払事務処理、財務関係での活用が多い。
〇今後、総務系の定型的事務で導入が進む可能性が高いと思われる。

職員の給与・手当等の認定、支払い事務処理等

※複数選択はダブルカウントして計上。



ＲＰＡ活用状況③（導入している機能）

〇活用事例としては、RPAの特徴である定型業務の自動化が最も多く、以下の事務で取組が行われている。

※複数選択はダブルカウントして計上。
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定型業務自動化 転入力業務自動化 データ解析・予測 その他

41 3 3 4

・人事・給与関係業務 ・児童手当などの職員への通知 ・長時間労働面接対象者の抽出
・通勤手当の認定業務（通勤距離調べの地図画像自動貼り付け） ・社会保険の資格取得情報の入力
・標準賞与額の決定に係る賞与情報の入力 ・超過勤務実績のシステム入力 ・物品調達支援業務
・地方公会計財務諸表等の作成業務・決算 ・収納データ提供業務 ・旅費関係業務・職員名簿作成
・名簿の切り分け及び送付準備 ・災害時の職員の配備計画作成業務 ・各種通知業務
・森林簿修正業務 ・厚生労働省等調査及び指定自立支援医療機関等管理業務
・医療費支給審査事務 ・予防接種実施状況照会事務

〇その他、ＯＣＲの機能を併用し、法人県民税・事業税申告書や保健福祉分野での紙の申請書をデータ化し、RPA
により業務システムに入力する転入力業務を省力化する取組がある。



ＲＰＡ活用状況④（導入費用）

〇５００万円以下の取組が全体の33％程度。（12件/36件 ※未定等除く。）
〇1,000万円以下の取組が全体の64％程度。（23件/36件 ※未定等除く。）
〇現在は比較的少ない予算での取組が多くなっている。
〇今後、費用対効果の検証が行われ、効果が見込まれれば、予算額・取組数も増加するのではないか。
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12件 12件

11件
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1件 1件 1件

0件

未定等 500万以下 1000万以下 1500万以下 2000万以下 3000万以下 5000万以下 １億以下 1億超

※R元年度当初予算（１件当たり）
※AIと重複した取組も算入



ＲＰＡ活用状況⑤（導入効果）

〇ＡＩと同様、「業務の効率化」、「超過勤務の縮減等」 が主な導入効果として挙げられ、行政コスト削減、職員
の負担軽減につながる。

〇その他導入効果として、「膨大な単純作業の作業時間を短縮」、「手作業と比較して入力ミス等の事故防止」等
が挙げられた。
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※複数選択はダブルカウントして計上。

業務の効率化
42%

超過勤務の縮減等
30%

他業務への人

材の振り向け
17%

その他
11%



その他先進技術の活用状況

・国保データ等から健康・医療・介護のデータを集積・解析し、健康寿命延伸につながるデータ提供や政策立案
・救急出動のビックデータを分析し、地域ごとに救急需要及び隊の配置状況から現場到着時間と事案件数を予測救急隊を効率的
に運用することで、現場到着時間の短縮を図る。

・医療情報等を活用し救急現場において救急隊が利用者の医療情報を確認できる制度を構築することにより救急活動時間を短縮
する。

・結婚支援システムに蓄積したビッグデータを分析し、会員同士のお見合いの実現率等を高める。
（15県と共通システムを利用）
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・各種紙データ（申請書等）からデータ入力する作業の省力化（時間短縮・ミス低減）

■OCRスキャナ

・公金収納の多様化による県民の利便性向上及び財務事務の効率化

■ＱＲコード決済及びＩＣカード決済

・市町村システム共同クラウド化、県立高等学校等への統合型校務支援システム導入による教職員の負担軽減

■クラウドシステム

■上記の他、加速度センサーを利用した道路路面診断、車載写真レーザー測量システムを用いた道路台帳の３次元
化、ドローンの活用、ロボットカメラによる橋梁点検、３次元点群データの活用、テレワーク 等

■ビッグデータ



国への要望等について

要望事項 内 容

財政支援の拡充

〇ＡＩ・ＲＰＡ技術導入に当たっては、ソフト、ハード両方の経費のほか、通信費等のランニングコスト等も
あり、地方自治体単独予算では対応困難【複数意見あり】
〇国によるモデル事業の拡充
〇国によるモデル事業に採択されれば、国からの支援を受けることができるが、採択件数に限りがあり、その
支援も限定的である。全国での導入が進むように幅広な財政支援を検討して欲しい。（例えば、県立高等学校
等への統合型校務支援システム導入等）

人材の育成・支援
〇ソフト面の課題として、自治体でAI・RPA等の技術を導入する際に、どのような分野での導入が効果的か適
切な判断を行える人材が不足している。

国によるシステム
の構築・提供

〇全国で利用が見込まれるＡＩ技術については、都道府県ごとに構築するのではなく、国が一元化してシステ
ムを構築して欲しい【複数意見あり】（例えば、ＳＮＳを活用した相談事業や、災害等の情報収集、児童相談
所における虐待対応時のリスクアセスメント等）
〇国と地方が連携したＡＩ等の技術導入に係る体制の確立
〇国による一元化が実現するまでの間は、システム構築を希望する都道府県等が補助を受けられるよう財源措
置を要望。

様式の統一化
〇特別徴収税額決定通知書（紙帳票）をＡＩ－ＯＣＲで電子化する際、発行元の自治体によって様式が異なる
ため、一括したＡＩ－ＯＣＲによる電子化が極めて困難。様式を全市区町村で統一するか、eLTAXによる特別徴
収税額決定通知に全市区町村が対応することを要望。

上記の他、国に対し、ＡＩ技術を利用する際の個人情報の管理に関する基準設置、自動車税の課税情報元である国交省（運輸支局）

データのＯＣＲ読取のための精度向上、ＡＩ・ＲＰＡの導入事例の収集・紹介、ＡＩ等技術導入促進に係るインターネットとＬＧＷ

ＡＮのセキュリティ対策の改善を求める要望事項があった。
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